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１．はじめに1) 

都市部では，通勤時間帯に交通量が集中しており交

通システムのサービス水準が低下している．長年取り

組まれてきたこの問題に対して，通勤者の交通需要そ

のものを時間的・空間的に分散させることを目的とし

た交通需要マネジメントが渋滞施策の主流となってい

る．交通需要分散を目的とした施策の必要性が叫ばれ

るにつれ，施策評価を目的とした交通行動分析では，

行動の変化やばらつきを扱う必要性が指摘されている．

しかしながら，同一被験者の経時的な行動変化をデー

タとして取得することが困難であること，経時的な行

動変化を追従しうるモデルの構築手法が開発されてい

ないことから，未だ研究事例は少ない． 

一方，プローブデータや GPS 技術の向上は，実所

要時間に関する詳細なデータ取得を可能とし，所要時

間のばらつきを考慮した交通行動分析のための土台が

固まりつつある．しかし，日々繰り返される通勤交通

における経路選択・出発時刻選択といった行動は個々

人が認知している所要時間に基づいており，その認知

所要時間が実際に経験する所要時間と必ずしも一致す

るわけではない．ゆえに「実所要時間をどのように認

知しているのか」を明らかとすることが必要である． 

本研究は，所要時間の不確実性を確率分布により表

現するという立場から，実所要時間分布から認知所要

時間分布を推定する手法を開発することを目的とする． 
 

２．分析に用いるデータ 

通勤の実所要時間を取得するため，「交通ダイアリ

ー調査」を行った．交通ダイアリー調査は，平成16年

1月26日から3月5日の6週間の平日を対象として，一日

の最初のトリップについて回答を要請したものである．

参加希望者542名の中からランダムに抽出した346名に

郵送配布し，232通を回収した（回収率67%）． 

交通ダイアリー調査では，回答日の最初の移動につ

いて回答を要請したが，本研究ではその中から自宅か

ら普段の勤務先に阪神高速13号を用いて通勤した回答

のみを用いた． 

さらに，交通ダイアリー調査の被験者に対して「普

段の通勤行動調査」を後日配布し，郵送にて回収した．

普段の通勤行動調査は通勤での認知所要時間に関して

詳細に尋ねたものである．普段の通勤行動調査は346

名に郵送配布し，236通回収した（回収率68%）．  

これ以降，交通ダイアリー調査から得られた第n日

の自宅から勤務先までの所要時間を tn ，普段の通勤

行動調査から得られた自宅から勤務先までの認知所要

時間を T，普段の通勤での出発時刻を Td ，認知所要

時間の最小値・最大値をそれぞれTmin・Tmaxと定義す

る．  

 

３．ウエイト関数の特性 

実所要時間分布と認知所要時間分布との関係性を記

述する有効な数理モデルとしてあげられるのが，

Kahneman and Tversky2)や Prelec3)により提案されてい

るウエイト関数である． 

ウエイト関数は，「不確実性下において意思決定者

は，実際に生起する確率をそのまま認知している訳で

はなく，何らかのバイアスを持って認知している」こ

とを数理モデルで表現するものである．ウエイト関数

を用いることにより，不確実性に対する態度を記述す

ることが可能であり，パラメータ推定値から実所要時

間分布がどのようなバイアスを持って認知されている

のかを明らかにすることが可能となる． 

 

1) Kahneman and Tversky型ウエイト関数 

Kahneman and Tverskyが提案するウエイト関数は一

つのパラメータ値を用いて式(1)の様に定式化されて

いる． 
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ここで， 

W (P): 事象の認知生起確率 (0< P <1) 

P: 事象の生起確率 

γ: 未知パラメータ(γ> 0) 

パラメータγの値によって式(1)の関数は図1の様な

曲線形を描く． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 Kahneman and Tversky型ウエイト関数 

 

γ<1.0のときに，低い生起確率は高く認知され，高

い生起確率が低く認知される．逆にγ>1.0の場合は，

低い生起確率は実際よりも低く，高い生起確率は実際

よりも高く認知される傾向があるが，γ=5.0の曲線形

に表されているようにγが大きくなると全体的に確率

は小さく認知されている事を表している．また，γ=1.

0のとき，ウエイト関数はW(P) = Pとなり，実際の確

率がそのまま認知されていることになる(点線)． 

 

2) Prelec型ウエイト関数 

Prelec は式(2)に示す様なウエイト関数を提案してい

る． 
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ここで， 

W (P): 事象の認知生起確率 

P: 事象の生起確率 (0< P <1) 

θ: 不確実性に対する態度を表すパラメータ(θ > 0) 

δ: 関数形を定めるパラメータ(δ > 0) 

Prelecの提案するウエイト関数では，パラメータが 2

つ存在することにより，不確実性下での確率の認知を

詳細に記述することができる．図 2 は，パラメータθ，

δの値によってどのようにウエイト関数が描かれるの

かを表したものである．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 Prelec型ウエイト関数(θ=1.0のとき) 

 

θ=1.0の場合 (図2)を見てみると，θ=1.0かつδ=1.

0の場合は実際の確率をそのまま認知していることに

なり，これは期待効用理論の仮定と一致するものであ

る．δ=0.5の時にはウエイト関数は逆S字型の関数形

となっている．すなわち，δ<1.0では，生起確率が小

さいときには実際よりも大きく確率を認知し，大きい

値を取るときには実際よりも小さく確率を認知してい

ることを示している．δ=2.0の時にはウエイト関数は

S字型の関数形となり，意思決定者は低い確率をより

小さく認知し，大きい確率をより大きく認知する．す

なわちδは「低い確率，高い確率をどのように認知し

ているのか」を定めるパラメータである． 

Prelecによると，θ<1を満たす場合，意思決定者は

実際よりも大きく確率を認知しており，risk seekingな

意思決定を行うとしている．逆に，θ>1の場合には意

思決定者は実際よりも小さく確率を認知する傾向があ

り，意思決定者はrisk aversiveな意思決定行動を行う．

すなわちθは，「意思決定者が基本的にrisk seekingで

あるのかrisk aversiveであるのか」を定めるパラメー

タである． 

 

４．ウエイト関数を用いた認知所要時間分布の定式化 

ウエイト関数は，実際に経験する確率を認知確率に

射影する関数であり，「1000円得られる確率が80％で

ある」というような賭やくじの問題で適用されている．

しかしながら，通勤所要時間分布は，連続的な確率分

布であるために賭やくじの問題の場合と同様にウエイ
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ト関数を適用することが出来ない．実所要時間分布が

正規分布に従うことはすでに実証的な分析によって確

認されている4)．そこで本研究では，その実証結果を

ふまえ，次の2つの仮定を置く． 
 

仮定1 : 実所要時間分布は正規分布で表される 

仮定2 : ウエイト関数で用いられる確率 Pは，普段の

出発時刻 Td に出発したときに自宅から勤務先まであ

る時間(分)以内で到着する実際の確率である 
 
また本章ではこれ以降， 時間 tの関数として以下

のように関数を定義する． 

実所要時間分布 : f ( t )= 
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実所要時間の平均値  :  μ 

実所要時間の標準偏差 :  σ 

認知所要時間分布   :  g ( t ) 

認知所要時間の累積分布 : G( t )  

仮定1，仮定2を置くとウエイト関数で用いられる確

率 Pは所要時間の関数として算出でき，P=F( t )と表

せる．すなわち，ウエイト関数は正規分布の累積分布

F( t )と認知所要時間の累積分布G( t )との関係を記述

する関数であるとして所要時間分布に適用することが

可能となる． 

ウエイト関数を用いてF( t )をG ( t )に変換した後  

G( t )を t に関して微分して，認知所要時間分布g ( t )

を定式化すると，式(3)のように表される． 
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ここで )(tF
dt
d は正規分布の確率密度関数を意味するの

で， 
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となる．次に，Kahneman and Tversky型ウエイト関数

とPrelec型ウエイト関数でそれぞれ )(PW
dP
d を算出する．

式(1)を参照するとKahneman and Tversky型では， 
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と算出され，式(3)に式(4)，(5)を代入することで認知

所要時間分布を同定することができる．  

同様にPrelec型では式(2)から， 
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と表され，式(3)に式(4)，(6)を代入すれば認知所要時

間分布が同定できる． 

 

５．認知所要時間分布の推定 

未知パラメータは最小二乗法により推定した．推定

に用いた変数は，個人 i の認知所要時間最頻値 Ti，個

人 i の実所要時間平均値μi，個人 i の実所要時間標準

偏差σiである．μiおよびσiは，ダイアリー調査期間

中 5 回以上阪神高速 13 号線を用いて通勤した被験者

を対象として推定を行った．対象とする被験者の各種

変数の記述統計量を表 1に示す． 

 
表1 被験者のμi，σi，Ti，Tmin，Tmaxの記述統計量 

 

 

 

 

  

ここでは式(7)で表される残差 RSSを最小化するよ

うにパラメータを推定する． 

∑ ∫
=

∞

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−=

N

i
ii dttgtTRSS

1

2

0

)(
   (7)

 

すなわち，普段の通勤行動調査で取得した認知所要

時間Tiが個人iにとっての認知所要時間分布の期待値で

あると考えている．式(7)にKahneman and Tversky型ウ

エイト関数，Prelec型ウエイト関数それぞれを適用し

た結果パラメータ値は，γ=2.32，θ=1.59，δ=1.18と

推定された．推定されたパラメータ値からウエイト関

(3)

(5)

(6)

 平均値 標準偏差 N

実所要時間( t n
i )平均値 56.3 15.1 76

実所要時間( t n
i  )標準偏差 8.86 3.59 76

認知所要時間( T ) 58.4 16.1 76
認知所要時間最小値( T min ) 39.1 12.4 76
認知所要時間最大値(T max ) 89.1 30.7 76



数を描いたものが図3である． 
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図3 推定されたパラメータ値によるウエイト関数 

 

図 3 と，ウエイト関数の特性に基づき結果の考察を

行うと，Kahneman and Tversky型ではγ>1.0を満たし

ており，かつ Prelec型ではθ>1.0を満たしていること

から，阪神高速 13 号を利用する通勤者は所要時間の

累積確率を観測よりも低く認知しており，所要時間累

積確率の認知は risk aversive な傾向を持つことが分か

る．すなわち通勤者は，「自宅から勤務先まで○○分

以内で到着する確率」という値を実際よりも小さめに

認知する傾向があるということを示している． 

またた，γ>1.0，δ>1.0であることから，通勤者は

低い確率をより小さく，高い確率をより大きく認知し

ている傾向があると言える．本研究の分析では，Pが

累積確率となることを考えると，通勤者は自宅から勤

務先まで普段より早く行ける確率は実際よりも小さく

認知しているが，遅くかかってしまう確率は実際より

も大きく認知している． 

次に，推定されたパラメータ値と表1の記述統計量

から，被験者の平均値である，平均56.3分，標準偏差

8.86分の実所要時間分布を持つ通勤者が存在すると仮

定して推定された認知所要時間分布を描いたものが図

4である．図4を見ると早い所要時間の生起確率は観測

される確率よりも小さく，大きい所要時間の生起確率

は大きく認知されていることが伺える．また，認知所

要時間分布が0となる点は40分付近および85分付近で

あり左に偏った分布形となっていることが分かるが，

これは表1の傾向と合致している． 
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図4 推定されたパラメータ値による認知所要時間分布 

 

６．まとめ 
本研究では，Kahneman and Tverskyと Prelecの提案

するウエイト関数を用いて，実所要時間の平均値・標

準偏差と認知所要時間 Tから認知所要時間分布を推定

する手法を開発した．推定結果からは以下の知見を得

た．①早い所要時間の生起確率は実際よりも小さく

認知する，②遅い所要時間の生起確率は実際よりも

大きく認知する，③平均値付近の生起確率は実際よ

りも大きめに認知される． 

「所要時間が大きくなるほどその生起確率を大きく

認知する」「実所要時間平均値周辺の生起確率は実際

よりも大きく認知する」という形で通勤者が不確実性

を認知しているという結果は，現実問題として制約時

刻の存在する通勤行動では妥当な結果であり，意思決

定者の認識の歪みを考慮することで，交通行動の解釈

の幅を広げると考えられる． 

最後に，データ取得に多大なる貢献をしていただい

た阪神高速道路公団ならびに交通システム研究所に心

から感謝致します． 
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